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地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を行ったの

で、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

今回の監査は、北九州市（以下「市」という。）が資本金、基本金等の４

分の１以上を出資している団体のうち、次の２団体を抽出し、令和３年度及

び令和４年度（令和４年４月から同年６月末日まで）の当該団体における出

納その他の事務の執行を対象とした。 

（１）公益財団法人北九州市環境整備協会 

（２）株式会社北九州ウォーターサービス 

２ 監査の方法  

上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行

されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに

関係職員から説明を聴取した。 

なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和４年７月８日から令和５年１月２６日まで 

４ 事業の概要及び監査の結果 

（１）公益財団法人北九州市環境整備協会 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

公益財団法人北九州市環境整備協会（以下「整備協会」という。）

は、廃棄物の適正処理並びに環境衛生に関する調査、研究、検査及び

相談等を通じて生活環境の健全化を推進するとともに、公衆衛生の向



上を図り、もって地域住民の福祉の増進に寄与することを目的として

、昭和５７年３月１８日に設立され、平成２４年４月１日に公益財団

法人に移行した法人である。 

（イ）現況 

整備協会は、前記の事業目的を達成するため、一般廃棄物の適正処

理及び減量並びに環境美化に関する事業、環境衛生に関する調査、研

究、検査及び相談等に関する事業等を実施している。 

（ウ）組織 

   整備協会の組織は、次のとおりである。 

（令和４年６月３０日現在） 

（エ）市との関係 

市は、整備協会の設立に当たり、基本財産１，０００万円のうち３

００万円（３０％）を出捐するとともに、市内の家庭から排出される

家庭ごみ及び資源化物の収集運搬業務、環境検査分析業務等を委託し

、令和３年度は７億３，００１万円の委託料を支出している。 

イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 
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整備協会の令和３年度の収支状況を見ると、経常収益の合計額は８億

１，４２１万円となっており、前年度と比べて１，７８５万円増加した

。 

経常費用の合計額は、８億１，１６７万円となっており、前年度と比

べて１，７７８万円増加した。 

その結果、当期一般正味財産増減額に前期末の正味財産期末残高を加

えた当期の正味財産期末残高は、８億１，５５８万円となっており、前

年度と比べて２５４万円増加した。 

整備協会は、市内の家庭ごみ及び資源化物の収集運搬業務、環境検査

分析業務等を適正に実施することにより、地域の生活環境の保全及び公

衆衛生の向上に取り組んできた。 

今後とも、ごみ収集部門では、適正なコスト水準を維持しながら安定

的な廃棄物収集運搬業務を実施するとともに、検査分析部門では、受注

拡大に向けてこれまで蓄積した技術・ノウハウを活かした営業活動を強

化するなど、健全で安定的な収支の維持に努められることを期待する。 



海外事業部    7 人  

（２）株式会社北九州ウォーターサービス 

ア 事業の概要 

（ア）目的 

株式会社北九州ウォーターサービス（以下「会社」という。）は、

北九州市と民間企業が共同出資し、行政出資団体の強みと株式会社の

強みを活かした公民共同事業体として、「北九州市と国内外の上下水

道事業体の発展と豊かな水環境の創造を支援する新たな担い手」とな

ることを目指して、平成２７年１２月１日に設立された法人である。 

（イ）現況 

会社は、前記の事業目的を達成するため、一般財団法人北九州上下

水道協会から事業を譲り受け、新たに北九州市から受託した宗像地区

事務組合の水道事業を加えて、平成２８年４月に本格的に事業を開始

した。 

（ウ）組織 

会社の組織は、次のとおりである。 

（令和４年６月３０日現在） 

（エ）市との関係 

市は、会社の設立に当たり、資本金１億円のうち５，４００万円（

５４％）を出資している。 

また、令和３年度に２０億６，２０５万円の委託料及び４，０００

万円の補助金を支出している。 
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イ 監査の結果 

監査の結果、出納その他の事務は、おおむね適正に処理されていた。 

会社の第７期（令和３年度）の経営状況を見ると、経常利益は前年度

と比べて１億１，３９４万円増加の１億８，２２４万円、純利益は前年

度と比べて７，７０６万円増加の１億１，７２１万円となった。この結

果、令和３年度末の繰越利益剰余金は３億１，０７４万円となった。 

会社では、本市上下水道事業の補完的役割を担う事業者として、上下

水道施設の維持管理や技術力の蓄積・継承に加え、時代のニーズである

広域事業や海外事業などに取り組んできた。 

今後とも、技術力の継承と向上を図り、上下水道事業の効率的かつ安

定的な運営に寄与するとともに、水道事業の広域化や海外水ビジネスの

推進に貢献することを期待する。 


